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Ⅵ．所管事業

１．正副会長・委員長会議 

○ 「適切なケア」によるサービスの質の向上に向けた取組み 

∙ 事業推進に必要な常設委員会間の課題の共有および調整

∙ ケアの質の向上に向けた人材育成と定着のための取組みの推進

○ 障害福祉を取り巻く施策への対応 

∙ 事業推進に必要な常設委員会間の課題の共有および調整

∙ 厚生労働省等関係機関との情報共有および要望等の実施

○ 事業推進・計画に関する検討と調整 

∙ 事業推進の基本方針、重点課題の検討

∙ 常設委員会間の課題の共有および調整

○ 全国身体障害者施設協議会「身障協ビジョン 2011」の検証 

○ 社会福祉法人制度改革にかかる本会会員施設の取組みの推進における課題整理 

○ 委員会等組織・事業の再編に向けた検証 

２．総務・広報委員会 ※ 災害対策委員会を統合 

○ ブロック協議会等の活動支援･連携と､組織的課題の継続整理・検討 

∙ ブロック協議会助成金の支出

∙ 本会組織と会員の範囲の拡大に関する継続的な課題整理・検討

○ 会員施設等への情報提供 

∙ ホームページ、メールマガジン（身障協 EXPRESS）等の配信 

∙ ホームページのリニューアルに向けた検討 

∙ 機関誌「身障協」の刊行（年２回）（今後の刊行のあり方についての検討を含む）

○ 功労者の顕彰 

∙ 永年勤続者表彰の顕彰

∙ 退任協議員感謝、特別功労者感謝の顕彰の検討・実施

○ 本会の事業と会計の運用・管理 

○ 災害対策にかかる取組みの推進 

∙ 障害者支援施設としての防犯、防災対策に向けた取組みの推進

∙ 各ブロック協議会の災害時連絡体制等の把握および整備・充実の促進

∙ 必要に応じた災害時対応マニュアルの見直し・検討

∙ 災害時支援基金の運用、維持管理
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３．研修・全国大会委員会 

○ 大会・研修会の実施による会員施設職員のスキルアップおよび参加の促進 

∙ 全国身体障害者施設協議会研究大会の開催・準備 

実施：第 41 回（平成 29 年度／高知県高知市） 

準備：第 42 回（平成 30 年度／大阪府大阪市） 

第 43 回（平成 31 年度／北海道札幌市） 

∙ 職員スキルアップ研修会の実施と今後のあり方の検討 

∙ 第 30 回経営セミナーの実施 

○ 「適切なケア」によるサービスの質の向上に向けた取組み 

∙ 各ブロック・各都道府県の大会・研修会等での身障協ケアガイドライン関連プロ

グラムの実施協力（プログラムの企画、協力、役員講師派遣等）

○ 全社協「障害者虐待防止リーダー職員研修会」への協力および参加促進 

４．調査研究委員会

○ 平成 29 年度会員施設基礎調査の実施と今後の調査のあり方に向けた検討 

○ ケアガイドラインのさらなる推進に向けての検討 

∙ 各ブロック・各都道府県の大会・研修会等での身障協ケアガイドライン関連プロ

グラムの実施協力（プログラムの企画、協力、役員講師派遣等） 

○ 身障協が考える地域共生社会の実現に向けた検討（共管事業）

∙ 重度障害者を中心としたケアコミュニティの実現に向けた概念整理や、障害者支

援施設の役割を検討する。 

○ 福祉サービス第三者評価の受審促進 

∙ 会員施設における第三者評価の受審についての現状の把握と受審促進に向けた課

題の整理 

○ その他、必要な調査の実施 

５．制度・予算対策委員会

○ 平成 30 年度障害福祉サービス報酬改定の検討に向けた対応 

∙ 平成30年度障害福祉サービス報酬改定検討チームに対する意見出しに向けたデー

タ収集・分析等を実施する。 

○ 改正障害者総合支援法施行に向けた具体化への対応 

∙ 平成 30 年４月改正障害者総合支援法の施行にかかる関係政省令、新制度等の具体

化に対する意見・要望の整理および発信

○ 身障協が考える地域共生社会の実現に向けた検討（共管事業） 

∙ 重度障害者を中心としたケアコミュニティの実現に向けた概念整理や、障害者支
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援施設の役割を検討する。 

○ 「チャレンジ応援プラン」の検証および評価

∙ 平成 28 年度に実施した「チャレンジ応援プラン」実施施設の結果の検証・評価 

○ その他、必要な緊急調査の実施 

６．地域生活支援推進委員会

○ 地域生活支援推進研究会議のあり方の検討 

○ 身障協が考える地域共生社会の実現に向けた検討（共管事業） 

∙ 重度障害者を中心としたケアコミュニティの実現に向けた概念整理や、障害者支

援施設の役割を検討する。

○ 身障協の成果物の周知と活用促進 

∙ わたしたちが創るコミュニティケア

∙ コミュニティケア実践事例集

７．権利擁護委員会 ※名称変更（「特別」を削除） 

○ 「適切なケア」によるサービスの質の向上に向けた取組み 

∙ 権利擁護特別委員会報告書に基づく、障害者支援施設における取組みの具体化に

向けた検討（中長期的な視点による PDCA サイクルの実施） 

○ 障害者差別解消法、障害者虐待防止法にかかる取組みへの対応 

∙ 障害者の基本的人権の尊重と差別解消に向けた取組みの推進




